
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 



  

は  じ  め  に 

 

 弓削商船高等専門学校の運営諮問会議は、本校が独立行政法人化した平成 16 年

度に、教育研究の質を一層向上させるため外部有識者による評価組織として設置

された。第１回会議での「本校の特徴を活かした個性的な教育について」、「本校

に適正な入学生の確保と個性伸長のための教育改善について」の諮問事項に始ま

り、昨年度に開催した第 21 回会議では「次世代を見据えた工業系学科の新たな展

望について」を諮問し、委員の方々からは貴重なご提言をいただいた。 

本年度は令和７年 12 月３日に第 22 回運営諮問会議を開催したので、その内容

をまとめたものを公表する。今回の第 22 回会議では、第 21 回会議でのご提言に

対する本校の対応状況を説明した後、「ディプロマ・ポリシー（ＤＰ）に基づく成

績評価と教育の質保証について」を諮問した。 

ディプロマ・ポリシー（ＤＰ）に基づく、「成績評価」と「教育の質の保証」を

共に向上させていくべく日々奮闘しているが、教育指導現場においては一方を追

求すると他方が低下しかねないというジレンマを抱えており、高等教育機関でう

たわれている「教育の質保証」と「学生の学習意欲」は、大きな乖離が生じてい

ると思われる。 

そのため、時代のニーズに合わせた教育及び学習指導等に関する方向性を示し

た上で、どのようなアプローチで教職員の意識改善や授業内容に関する新たな取

組を行っていくべきであるかが課題となっている。 

会議では、この諮問事項に対して、それぞれの委員の立場から大変有益なご提

言をいただいた。今回のご提言を真摯に受け止めて、今後、本校の教育研究活動

における一層の改善に役立てていきたい。 

最後に、ご多忙中にもかかわらず、本校発展のためにご助言いただいた福岡委

員長をはじめ、運営諮問会議委員の方々に厚くお礼申し上げるとともに、今後と

も変わらぬご支援・ご指導をお願いしたい。 

 

令 和 ７ 年 1 2 月  

 

独 立 行 政 法 人 国 立 高 等 専 門 学 校 機 構  

弓 削 商 船 高 等 専 門 学 校 長  

内 田  誠  
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１．  会議日程 

（１）期 日 令和７年１２月３日（水）１３：００～

（２）場 所 第１会議室

（３）次 第

１ 開会 

２ 校長挨拶 

３ 委員等紹介 

４ 委員長挨拶 

５ 第 21 回運営諮問会議の提言に対する本校の対応 

６ 諮問事項 

７ 閉会 
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２．運営諮問会議委員名簿 

 

 

 

 

氏  名 

 

 

現    職 

 

分  野 

委員長 
ふくおか としみち 

福 岡 俊 道 

国立大学法人神戸大学 

名誉教授 

高等教育機関 

代表 

委 員 
うえむら としゆき 

上 村 俊 之 
上島町長 地域社会代表 

委 員 
ふなば たかし  

船 端  崇 
上島町立岩城中学校長 

愛媛県小中学校長  

代表  

委 員 
かしわぎ みのる 

柏 木  実 
弓削商船高専同窓会長 

同窓会及び海運界  

代表  

委 員 
どい ゆうじ  

土 居 祐 ニ 

公益財団法人 

えひめ産業振興財団 

専務理事 

産業界(工業) 

代表 

委 員 
おおにし よしひろ 

大 西 義 浩 

国立大学法人愛媛大学 

教授 

高等教育機関 

代表  

委 員 
むらかみ ゆうじ 

村 上 祐 司 
因島商工会議所会頭 

産業界(商業) 

代表 

（任 期）  令和６年４月１日～令和８年３月 31 日 

        

 

2



３．弓削商船高等専門学校出席者名簿 

 

役   職   等   名 氏    名 

校 長 内 田    誠 

教 務 主 事 村 上  知 弘 

学 生 主 事 田 房  友 典 

寮    務    主    事 水 崎  一 良 

広 報 主 事 福 田  英 次 

副校長（企画・評価担当） 前 田  弘 文 

副 校 長 （ 研 究 担 当 ） ダワァ ガンバット 

学
科
長
・ 

専
攻
科
長 

商 船 学 科 長 二 村    彰 

電子機械工学科 長 瀬 濤  喜 信 

情 報 工 学 科 長 徳 田    誠 

総 合 教 育 科 長 久 保  康 幸 

専 攻 科 長 前 田  弘 文（再掲） 

情報処理教育センター長 榎 本  浩 義 

技 術 支 援 セ ン タ ー 長 湯 田  紀 男 

図 書 館 長 雙 知  延 行 

事 務 部 長 渡 邊  真 一 

（陪席者） 総務課長 

（併）企画広報室長  福 田 宏 治 

   学生課長      村 上 統 紀 

       企画係長      徳 井 信 貴 
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４．弓削商船高等専門学校運営諮問会議規則  

  

（設置） 

第１条  弓削商船高等専門学校（以下「本校」という。）に弓削商船高等専門学校運営 

諮問会議（以下「会議」という。）を置く。 

 

 （目的） 

第２条  会議は校長の諮問に応じ、本校の管理運営及び教育研究活動の状況について審

議し、学校運営の一層の発展に資することを目的とする。 

 

 （組織） 

第３条  会議は精深な学識を有すると認められる学外の委員をもって組織する。 

２  前項の委員の任期は２年とし、再任を妨げない。ただし、委員に欠員が生じた場合

の後任者の任期は、前任者の残任期間とする。 

 

 （委員長） 

第４条  会議に委員長を置き、校長が指名する。 

２  委員長は、会議を主宰する。 

 

 （会議） 

第５条  会議は、年１回以上開催する。 

 

 （資料） 

第６条  会議に必要な資料は、弓削商船高等専門学校自己点検評価委員会が準備する。 

 

 （結果の報告） 

第７条  会議は、審議の結果を校長へ報告しなければならない。 

 

 （公表等） 

第８条  校長は、前条の報告を受けたときは、学内外へ公表するとともに、本校の目的

及び社会的使命の達成を図るものとする。 

         

 （庶務） 

第９条  会議の庶務は、企画広報室において処理する。 

 

 （雑則） 

第 10 条 この規則に定めるもののほか、会議の運営に関し必要な事項は、校長が定める。 

     附 則 

１ この規則は、平成 16 年４月 21 日から施行する。 
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２ この規則施行後最初に任命される第３条第１項の委員の任期は、同条第２項本文

の規定にかかわらず、平成 18 年３月 31 日までとする。 

 

     附 則 

  この規則は、平成 19 年４月１日から施行する。 
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５．第 21 回運営諮問会議の提言 

 

前回（令和６年 12 月 13 日開催）の会議において、弓削商船高等専門学校からの諮

問事項に対して、以下のとおり提言いただいた。 

 

【次世代を見据えた工業系学科の新たな展望について】 

 

工業系２学科の学科等改組は、全国的なデジタル人材不足という社会からのニーズ

と合致しており必要な改革である。しかし、新たな学科の具体像は中学生や保護者には

伝わりづらい。今後は、いかに志願者を確保するかがポイントになるため、志願者確保

に向けたより一層の計画や方法を推進するべきである。学科名でイメージが先行しな

いよう、改組後における具体的な教育内容、卒業後の進路、メリットなど、中学生や保

護者に対して正確に理解してもらうべく、ポンチ絵を作成するなど情報発信を工夫し、

分かりやすい広報に努めていただきたい。  
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６．提言に対する学校の対応 

 

第 21 回運営諮問会議の提言に対する学校の対応として、以下のことを確認した。 

これらのことは今後も継続して努力されることを希望する。 

 

（１）  提言に対する対応 
 

①   改組に向けた現況 

本校のしまなみ海道唯一の高等教育機関であるという地域特性や社会的背景を踏ま

え、既存の工業系２学科を２学科（創造工学科、情報工学科）３コース（ものづくりコー

ス、知能情報コース、情報通信コース）に再編し、分野横断科目、離島工学（島で起こっ

た問題を島の資源や人材を活用して、島の中で解決する技術）に基づくリベラルアーツ

教育を容易に履修できる体制を構築する。（図１） 

既存の２学科は設置から 40 年を経ており、共同研究など関連企業のつながりも大き

い。一方で、情報工学科がプログラマを含むＩＣＴ技術者育成を目指しているのに対

し、電子機械工学科は機械系を中心としたものづくり産業に従事する技術者育成に主

眼を置いているため、ＡＩ、ＤＸに対応しづらい状況にあった。 

機械系学科に対する地域からの要請は重要であり、２学科３コース制にすることで、

従来の人材育成カリキュラムを残しつつ、学生が相互に連携することで、地域の課題解

決、ものづくり産業、農業・水産業、観光業のＤＸ化など情報工学分野の多様化に柔軟

に対応する。商船学科とは従来の情報処理科目をデータサイエンス対応科目に統合・強

化を行い、海上輸送分野のデジタル化に対応するとともに、海事産業に関する課題を離

島工学で共有、社会に視野の開いた技術者の育成を可能とする。 
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図１：離島工学のコンセプト  

 

 

令和６年度に大学・高専機能強化支援事業（高度情報専門人材の確保に向けた機能

強化に係る支援）に本学より「離島工学に基づく高度情報専門人材育成コースの構

築」を申請し、令和７年６月に独立行政法人大学改革支援・学位授与機構（ＮＩＡ

Ｄ）より、交付の内定の通知があった。 

令和７年度から10年間で５億円を交付され、主な内容としては、ＢＹＯＤ対応の教

室（創造工学科及び情報工学科の１年生から５年生）やアセンブリホール、マルチメ

ディア教室の改修、コンテンツ開発、ＶＲゴーグルなどの環境の整備である。また、

改組と同時に総合教育科を廃止し、総合教育科の教員は全て３学科（商船学科、創造

工学科、情報工学科）にそれぞれ配置することにし、これにより、入学から卒業まで

それぞれの学科の学生に責任を持った行動がより可能となる。さらに、入学のＰＲ活

動から就職活動までの業務を学科の教員とともに行うことにより、これまで以上にＤ

Ｐ（ディプロマ・ポリシー）に即した基礎科目を教授することが可能となる。 

 

②   学生確保の見通し 

ア 学生確保に向けた具体的な取組と見込まれる効果 
現行の電子機械工学科は、機械・電子・ものづくり分野、情報工学科はコンピュー

タ・ものづくり応用分野で、それぞれ実践力と想像力を備えた高度技術者の育成を目

指している。 
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学生募集においては、広報主事（副校長）の計画の下、募集対策を行っており、中

学校校長を定年退職した３名を特任教授として採用し、本校教員とともに年間約 160

校、300 回前後の中学校訪問を実施している。県境にある特徴を活かし、愛媛県、広

島県、岡山県など幅広く訪問している。 

オープンキャンパスは、７月と 11 月の２回実施していたが、令和３年度から始め

たリモートオープンキャンパスでは、質疑応答の時間を長く設け、遠方からでも入学

後の不安を取り除ける工夫を行っている。 

また、令和６年度から、参加者増の対応として第１回（７月）のオープンキャンパ

スを学科毎（①商船学科、②電子機械工学科・情報工学科）の２週に分けて実施して

いる。これまで近隣小中学校への出前授業・公開講座としてプログラミング講座など

を行ってきただけではなく、地域や教育委員会と連携して、学生を地域創生活動に参

加させている。代表的な地域創生としては、高齢者向けスマホ教室、福祉施設での車

いすによる散歩、小学校での放課後勉強支援がある。今年度、新たな取り組みとし

て、学生が持つプログラミング技術を小学生へ教える「プログラミング学生講座」を

実施した。小学校教員と学力向上の議論の機会から提案され、地元小学校での実施を

試みる。 

今後、このような活動を県内外の小中学校へ展開し、児童・生徒の理工系推進に貢

献し、アドミッション・ポリシーの適合度の高い学生確保につなげる。 

 

イ 広報イベント活動と工夫 

年間を通して体験型のオープンキャンパスを６回、オンラインオープンキャンパス

を１回実施しており、対面・オンラインの双方から多様な参加者層へのアプローチを

図っている。特に、11月に開催する体験型オープンキャンパスでは、学生主体のイベ

ントである商船祭と同時開催することで、活気ある学内の雰囲気を体感できる機会を

提供している。また、女子学生との座談会も実施し、進学後の生活や学びを具体的に

イメージできるよう工夫している。 

出前授業については、各学科単独又は全学科合同で実施しており、特に練習船「弓

削丸」の体験航海と組み合わせた出前授業は、実体験を通じて学びの魅力を効果的に

伝えることができ、中学校から高い評価を得ている。 

さらに、公開講座については、個別実施と学校全体での開催の両方を行っており、

地域住民を対象に本校の教育内容や特色を直接伝える重要な機会として位置づけてい

る。 

これらのイベントは、志願者への情報提供に加え、地域との関係構築及び学校の認

知度向上にも寄与している。 

 
ウ 広報媒体の活用状況と工夫 

ホームページ、ＳＮＳ、マスコミ報道など多様な広報媒体を活用し、学校の特色や

活動内容を効果的に発信している。 

令和６年度における本校関連の報道件数は99件であり、地域メディアを中心に幅広

く取り上げられた。ホームページでは、動画コンテンツを21件掲載し、学校紹介やイ
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ベントの様子などを視覚的に伝えることで、遠隔地の志願者や保護者にも本校の魅力

を効果的に発信している。 

ＳＮＳについては、Instagram及びFacebookを中心に活用している。Instagramの

フォロワー数は、令和６年４月の1,660人から令和７年４月には1,932人に増加し、

Facebookのフォロワー数も1,488人から1,551人へと増加した。継続的な情報発信によ

り、フォロワー数の着実な増加が見られ、広報効果の向上につながっている。 

また、地域広報誌「広報かみじま」には、毎月本校の活動や成果を掲載しており、

地域住民への情報提供と地域との連携強化に貢献している。 

 

エ 入試制度の改善・見直しの状況 

志願者の確保及び多様な志願者層への対応を目的として、入試制度の柔軟化と受験

機会の拡大に取り組んでいる。 

推薦選抜においては、令和８年度より創造工学科と情報工学科の間で第１志望・第２

志望を設定できる制度を導入する予定である。これにより、高度情報専門人材として、

両学科に関心を持つ志願者に対して受験機会を拡大し、志願者数の確保を目指してい

る。 

  

③   教育内容 

表１に新設する創造工学科の三つのポリシーを示す。 

特に、ＤＰに専門基礎力として、情報通信に関する基本的技術及び工学への応用技術

が入り、ＣＰにおいて、数理・データサイエンス・ＡＩ教育プログラムに関する専門科

目や自動化・ロボット制御、機械学習など、現代の複合的な科学技術に対応するため、

情報処理、プログラミング、機械学習などを習得する専門科目と知能情報、ネットワー

クなどに対応する選択科目が入っていることが特徴である。 
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つ
多

様
化

し
て

ゆ
く

科
学

技
術

に
柔

軟
に

対
応

で
き

る
人

材
の

育
成

 
２

．
身

の
回

り
の

諸
現

像
、

特
に

海
を

と
り

ま
く

自
然

・
文

化
・

歴
史

に
好

奇
心

を
抱

き
、

多
角

的
に

考
え

た
り

調
べ

た
り

で
き

る
、

創
造

力
の

あ
る

人
材

の
育

成
 

３
．

日
本

お
よ

び
世

界
の

文
化

や
社

会
に

関
心

を
も

ち
、

国
際

的
視

野
で

も
の

が
み

ら
れ

、
し

か
も

人
間

と
し

て
、

技
術

者
と

し
て

高
い

倫
理

観
を

も
っ

た
人

材
の

育
成

 

 【
準

学
士

課
程

】
 

 
◎

教
育

目
標

 
デ

ィ
プ

ロ
マ

・
ポ

リ
シ

ー
 

（
D
P
：

卒
業

の
認

定
に

関
す

る
方

針
）

 

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

・
ポ

リ
シ

ー
 

（
C
P
：

教
育

課
程

の
編

成
及

び
実

施
に

関
す

る
方

針
）

 

ア
ド

ミ
ッ

シ
ョ

ン
・

ポ
リ

シ
ー

 

（
A
P
：

入
学

者
の

受
入

れ
に

関
す

る
方

針
）

 
 

教
養

教
育

 
専

門
教

育
 

創 造 工 学 科  

幅
広

い
視

野
に

立
っ

た
総

合
的

な
判

断
能

力
、

斬
新

な
創

造
力

を
備

え
た

実
践

的
技

術
者

育
成

の
た

め
の

基
礎

的
能

力
の

涵
養

と
教

養
の

育
成

 

機
械

・
電

気
・

情
報

の
知

識
を

総
合

的
に

学
び

，
も

の
づ

く
り

の
現

場
で

ハ
ー

ド
と

ソ
フ

ト
の

両
面

に
対

応
で

き
る

実
践

力
を

備
え

た
技

術
者

の
育

成
 

創
造

工
学

科
は

、
本

校
が

掲
げ

る
教

育
方

針
及

び
教

育
目

標
「

幅
広

い
視

野
に

立
っ

た
総

合
的

な
判

断
能

力
、
斬

新
な

創
造

力
を

備
え

た
実

践
的

技
術

者
の

育
成

」
の

下
、
機

械
工

学
及

び
情

報
工

学
の

理
論

や
技

術
を

様
々

な
分

野
に

応
用

し
、
倫

理
観

と
責

任
感

を
持

っ
て

社
会

に
貢

献
で

き
る

人
材

を
育

成
し

ま
す

。
 

 
そ

の
た

め
に

以
下

に
示

す
能

力
を

身
に

付
け

、
学

業
成

績
の

評
価

等
に

関
す

る
規

定
に

定
め

る
基

準
を

満
た

し
た

学
生

に
卒

業
を

認
定

し
ま

す
。
 

 （
Ｄ

１
）
日

本
語

及
び

英
語

の
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

能
力
（

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
力

）
 

１
－

１
：
日

本
語

に
お

け
る

適
切

な
文

章
表

現
及

び
口

頭
の

意
思

伝
達

が
で

き
る

。
 

１
－

２
：

日
常

的
に

使
用

さ
れ

る
英

語
で

書
か

れ
た

文
書

の
概

要
・

要
旨

が
つ

か
め

る
。

 
１

－
３

：
自

分
の

考
え

を
簡

潔
な

英
語

で
表

現
で

き
る

。
 

 （
Ｄ

２
）

情
報

通
信

に
関

す
る

基
本

的
技

術
及

び
工

学
へ

の
応

用
技

術
（

専
門

基
礎

力
）

 
２

－
１

：
情

報
通

信
に

関
す

る
基

礎
的

技
術

を
身

に
付

け
て

い
る

。
 

２
－

２
：

種
々

の
情

報
を

分
析

す
る

技
術

を
身

に
付

け
て

い
る

。
 

２
－

３
：

プ
レ

ゼ
ン

テ
ー

シ
ョ

ン
を

通
し

て
、
自

分
の

意
見

を
主

張
で

き
る

。
 

 （
Ｄ

３
）
機

械
工

学
と

情
報

工
学

の
融

合
分

野
に

お
け

る
技

術
の

基
礎

と
な

る
知

識
と

技
能

を
持

ち
、
複

眼
的

な
視

点
か

ら
問

題
を

解
決

す
る

能
力

（
専

門
応

用
力

）
 

３
－

１
：

工
学

の
基

礎
と

な
る

数
学

・
自

然
科

学
の

基
礎

知
識

を
身

に
付

け
て

い
る

。
 

３
－

２
：

多
様

な
専

門
分

野
の

関
連

性
を

理
解

す
る

こ
と

が
で

き
る

。
 

３
－

３
：
基

礎
知

識
を

活
用

し
て

工
学

的
問

題
を

理
解

し
、
説

明
で

き
る

。
 

３
－

４
：

基
礎

的
な

実
験

技
術

を
身

に
付

け
て

い
る

。
 

 （
Ｄ

４
）
知

徳
体

の
調

和
し

た
人

間
性

及
び

社
会

性
・
協

調
性
（

協
働

力
）
 

４
－

１
：

広
い

視
野

で
物

事
を

考
え

る
こ

と
が

で
き

る
。

 
４

－
２

：
日

本
と

世
界

と
の

関
わ

り
に

関
心

を
持

つ
こ

と
が

で
き

る
。

 
４

－
３

：
社

会
参

加
の

た
め

の
、

社
会

人
基

礎
力

を
身

に
付

け
て

い
る

。
 

４
－

４
：

グ
ル

ー
プ

で
の

活
動

に
参

加
し

、
そ

の
中

で
協

調
し

て
役

割
を

果
た

せ
る

。
 

４
－

５
：

た
く

ま
し

く
生

き
る

た
め

の
健

康
や

体
力

を
身

に
付

け
て

い
る

。
 
 

 （
Ｄ

５
）

社
会

に
役

立
つ

技
術

者
と

し
て

の
倫

理
観

（
社

会
貢

献
力

）
 

５
－

１
：

技
術

者
が

持
つ

べ
き

倫
理

観
の

必
要

性
を

認
識

で
き

る
。

 
 

５
－

２
：

社
会

に
お

け
る

倫
理

的
な

問
題

を
認

識
す

る
こ

と
が

で
き

る
。
 

 （
Ｄ

６
）

知
的

探
求

心
を

持
ち

、
主

体
的

、
創

造
的

に
問

題
に

取
り

組
む

能
力

（
創

造
力

）
 
 

６
－

１
：

好
奇

心
と

探
究

心
を

持
っ

て
、
得

意
と

す
る

専
門

分
野

の
課

題
に

取
り

組
む

こ
と

が
で

き
る

。
 

６
－

２
：

得
意

と
す

る
専

門
分

野
の

知
識

、
技

術
を

身
に

付
け

、
社

会
と

の
関

連
を

理
解

で
き

る
。

 
６

－
３

：
主

体
性

を
持

っ
て

継
続

的
に

学
習

で
き

る
。

 

＜
教

育
課

程
の

編
成

方
針

と
教

育
内

容
＞

 
 

デ
ィ

プ
ロ

マ
・

ポ
リ

シ
ー

で
示

し
た

能
力

を
身

に
付

け
る

た
め

に
、

全
国

国
立

高
専

共
通

の
モ

デ
ル

コ
ア

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム
（

M
C
C
、
M
C
C
 p
l
u
s
）
を

ベ
ー

ス
に

、
一

般
科

目
と

専
門

科
目

か
ら

な
る

教
育

課
程
（

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

）
を

体
系

的
に

編
成

し
ま

す
。
 

 （
１

）
一

般
科

目
 

国
語

、
英

語
、

物
理

、
数

学
な

ど
を

基
盤

と
し

た
基

礎
科

目
 

デ
ィ

プ
ロ

マ
・

ポ
リ

シ
ー

に
示

す
能

力
：

Ｄ
１

、
Ｄ

２
、

Ｄ
３

、
Ｄ

４
、

Ｄ
５

 
（

２
）

専
門

科
目

（
機

械
系

）
 

設
計

製
造

の
た

め
の

基
盤

で
あ

る
機

械
設

計
製

図
、

材
料

工
学

や
工

作
・

加
工

法
、

熱
・

流
体

・
機

械
力

学
な

ど
の

専
門

科
目

 
デ

ィ
プ

ロ
マ

・
ポ

リ
シ

ー
に

示
す

能
力

：
Ｄ

３
 

（
３

）
専

門
科

目
（

情
報

系
）

 
自

動
化

・
ロ

ボ
ッ

ト
制

御
、

機
械

学
習

な
ど

、
現

代
の

複
合

的
な

科
学

技
術

に
対

応
す

る
た

め
、

情
報

処
理

、
プ

ロ
グ

ラ
ミ

ン
グ

、
機

械
学

習
な

ど
を

習
得

す
る

専
門

科
目

と
知

能
情

報
、
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
な

ど
、

よ
り

高
度

な
学

習
に

対
応

す
る

選
択

科
目

 
デ

ィ
プ

ロ
マ

・
ポ

リ
シ

ー
に

示
す

能
力

：
Ｄ

２
、

Ｄ
３

 
（

４
）

専
門

科
目

（
M
D
A
S
H
）

 
数

理
・

デ
ー

タ
サ

イ
エ

ン
ス

・
A
I
教

育
プ

ロ
グ

ラ
ム

に
関

す
る

専
門

科
目

 
デ

ィ
プ

ロ
マ

・
ポ

リ
シ

ー
に

示
す

能
力

：
Ｄ

２
、

Ｄ
３

 
（

５
）

専
門

科
目

（
実

験
・

実
習

）
 

工
学

実
験

、
も

の
づ

く
り

実
習

や
学

年
・

学
科

横
断

型
の

P
B
L
な

ど
、

学
ん

だ
こ

と
を

応
用

で
き

る
実

践
的

・
創

造
的

能
力

を
身

に
付

け
る

た
め

の
科

目
 

デ
ィ

プ
ロ

マ
・

ポ
リ

シ
ー

に
示

す
能

力
：

Ｄ
２

、
Ｄ

３
、

Ｄ
４

、
Ｄ

６
 

（
６

）
卒

業
研

究
 

総
合

的
能

力
（

問
題

解
決

能
力

、
論

理
的

な
思

考
力

、
チ

ー
ム

ワ
ー

ク
力

、
プ

レ
ゼ

ン
テ

ー
シ

ョ
ン

能
力

な
ど

）
を

開
発

す
る

た
め

の
科

目
 

デ
ィ

プ
ロ

マ
・

ポ
リ

シ
ー

に
示

す
能

力
：

Ｄ
２

、
Ｄ

３
、

Ｄ
４

、
Ｄ

５
、

Ｄ
６

 
（

７
）

キ
ャ

リ
ア

教
育

 
社

会
に

貢
献

で
き

る
技

術
者

を
目

指
す

と
と

も
に

、
自

分
自

身
の

生
き

方
を

設
計

、
実

現
す

る
た

め
に

必
要

な
学

び
を

行
う

た
め

の
科

目
 

デ
ィ

プ
ロ

マ
・

ポ
リ

シ
ー

に
示

す
能

力
：

Ｄ
２

、
Ｄ

４
、

Ｄ
５

、
Ｄ

６
 

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

は
、

講
義

、
演

習
、

実
験

・
実

習
を

適
切

に
組

み
合

わ
せ

て
、

デ
ィ

プ
ロ

マ
・

ポ
リ

シ
ー

及
び

M
C
C
ご

と
に

体
系

的
に

編
成

し
ま

す
。

主
体

的
・

継
続

的
に

学
習

す
る

力
を

育
成

す
る

た
め

、
学

修
単

位
の

科
目

を
導

入
し

、
課

題
等

に
取

り
組

む
時

間
を

含
め

た
学

習
内

容
の

設
計

を
行

な
い

ま
す

。
 

 ＜
教

育
の

実
施

方
法

＞
 

（
１

）
デ

ィ
プ

ロ
マ

・
ポ

リ
シ

ー
に

掲
げ

る
能

力
を

学
生

が
身

に
付

け
る

た
め

に
、

教
育

課
程

の
編

成
方

針
に

基
づ

い
て

配
置

さ
れ

た
科

目
を

修
得

さ
せ

ま
す

。
各

科
目

の
授

業
は

、
履

修
方

法
を

説
明

し
、

シ
ラ

バ
ス

に
基

づ
い

て
行

い
ま

す
。

 
（

２
）

授
業

の
み

な
ら

ず
、

課
題

等
に

よ
り

学
生

の
自

学
学

習
を

促
す

と
と

も
に

、
ル

ー
ブ

リ
ッ

ク
等

を
利

用
し

て
学

生
の

主
体

的
学

習
を

支
援

し
ま

す
。

 
（

３
）

定
期

試
験

等
を

実
施

し
ま

す
。

 
 ＜

学
修

成
果

の
評

価
方

法
＞

 
 

学
業

成
績

は
、

科
目

ご
と

に
シ

ラ
バ

ス
に

示
し

た
評

価
方

法
に

基
づ

い
て

、
1
0
0

点
法

で
評

価
し

ま
す

。
た

だ
し

、
卒

業
研

究
、
選

択
科

目
の

一
部

に
つ

い
て

は
合

格
・

不
合

格
を

も
っ

て
評

価
す

る
こ

と
が

あ
り

ま
す

。
な

お
、

学
業

成
績

の
評

定
は

、
次

の
区

分
に

よ
る

も
の

と
し

ま
す

。
 

 
優

 
8
0
点

～
1
0
0
点

 
 

良
 

7
0
点

～
7
9
点

 
 

可
 

6
0
点

～
6
9
点

 
 

不
可

 
5
9
点

以
下

 

＜
求

め
る

学
生

像
＞

 
・

中
学

校
ま

で
の

学
習

内
容

を
し

っ
か

り
理

解
し

て
お

り
、

機
械

、
電

気
、

情
報

、
も

の
づ

く
り

に
関

す
る

勉
強

を
し

た
い

と
考

え
て

い
る

人
 

・
好

奇
心

や
探

究
心

が
強

く
、

考
え

る
力

や
判

断
す

る
力

、
自

分
の

考
え

を
論

理
的

に
述

べ
る

力
を

伸
ば

し
て

き
た

人
 

・
自

立
心

を
持

ち
、

い
ろ

い
ろ

な
人

と
協

力
し

合
っ

て
行

動
で

き
る

、
根

気
と

チ
ー

ム
ワ

ー
ク

力
の

あ
る

人
 

・
社

会
の

役
に

立
ち

た
い

と
い

う
意

識
を

持
っ

て
い

る
人

 
 ＜

入
学

者
選

抜
の

基
本

方
針

＞
 

 
入

学
者

の
選

抜
は

、
推

薦
に

よ
る

選
抜

と
学

力
検

査
に

よ
る

選
抜

、
帰

国
生

徒
特

別
選

抜
の

３
つ

の
方

法
で

行
い

ま
す

。
 

 （
１

）
推

薦
に

よ
る

選
抜

 
 

本
校

へ
入

学
す

る
意

志
が

堅
く

学
業

･
人

物
共

に
優

れ
、
在

籍
す

る
学

校
長

の
推

薦
を

受
け

た
方

を
対

象
と

し
、

調
査

書
、

推
薦

書
及

び
面

接
（

英
語

・
国

語
・

数
学

の
口

頭
試

問
を

含
む

。
）

の
結

果
を

総
合

し
て

選
抜

し
ま

す
。

 
 （

２
）

学
力

検
査

に
よ

る
選

抜
 

 
学

力
検

査
及

び
調

査
書

の
結

果
を

総
合

し
て

選
抜

し
ま

す
。

学
力

検
査

は
国

語
、

数
学

、
英

語
、

理
科

、
社

会
の

５
科

目
に

よ
る

試
験

と
し

ま
す

。
 

 （
３

）
帰

国
生

徒
特

別
選

抜
 

 
保

護
者

の
海

外
勤

務
等

に
よ

り
外

国
に

お
い

て
教

育
を

受
け

た
方

で
本

校
の

募
集

要
項

に
示

す
要

件
を

満
た

す
方

を
対

象
と

し
、

学
力

検
査

、
調

査
書

、
作

文
及

び
面

接
の

結
果

を
総

合
し

て
選

抜
し

ま
す

。
学

力
検

査
は

数
学

、
英

語
、

理
科

の
３

科
目

に
よ

る
試

験
と

し
ま

す
。

 
 【

４
年

次
編

入
の

ア
ド

ミ
ッ

シ
ョ

ン
・

ポ
リ

シ
ー

（
A
P
：

入
学

者
の

受
入

れ
に

関
す

る
方

針
）
】

 
＜

求
め

る
学

生
像

＞
 

・
高

等
学

校
卒

業
程

度
の

知
識

・
技

能
を

習
得

し
、

機
械

、
電

気
、

情
報

、
も

の
づ

く
り

に
関

す
る

勉
強

を
し

た
い

と
考

え
て

い
る

人
 

・
好

奇
心

や
探

究
心

が
強

く
、

考
え

る
力

や
判

断
す

る
力

、
自

分
の

考
え

を
論

理
的

に
述

べ
る

力
を

伸
ば

し
て

き
た

人
 

・
自

立
心

を
持

ち
、

い
ろ

い
ろ

な
人

と
協

力
し

合
っ

て
行

動
で

き
る

、
根

気
と

チ
ー

ム
ワ

ー
ク

力
の

あ
る

人
 

・
社

会
の

役
に

立
ち

た
い

と
い

う
意

識
を

持
っ

て
い

る
人

 
 ＜

入
学

者
選

抜
の

基
本

方
針

＞
 

 
調

査
書

、
学

力
検

査
、

口
頭

試
問

及
び

面
接

の
結

果
を

総
合

し
て

選
抜

し
ま

す
。
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ア 新設組織の特色 

創造工学科（ものづくりコース）は高専モデルコアカリキュラム（以下ＭＣＣ）にお

ける機械系と情報系の複合学科とし、製造分野で求められるハードウェアの特性・設

計・製作に加え、現場及び製品をＤＸ化するためのコンピュータ・ソフトウェアの設

計・開発にも対応できる人材を育成する。データサイエンスなどの情報系科目を適切

に配置することで、ＭＣＣ＋数理・データサイエンスに準拠する。また、機械系科目の

ＩＣＴ対応によりＭＣＣ＋ロボティクス（機械設計）、ＩｏＴに準拠するなど、機械系

分野における高度情報専門技術者の育成に対応する。  

情報工学科（知能情報コース、情報通信コース）は、ＭＣＣにおける情報系の内容に

加え、高度情報（ＡＩ、ネットワーク、サイバーセキュリティ）の内容を加えた情報系

専門学科とする。情報工学科では各コース間で定められた科目を選択によって学生自

らがコースを選択できる。 

また、商船学科、創造工学科の基礎科目についても、履修プログラムを設定して選択

科目として受講可能とし、幅広い知見を持つ技術者を育成する。 

 

イ 卒業後の進路、メリット 

【養成する人材像】  

創造工学科（ものづくりコース）は、ＭＣＣの機械工学・情報工学の融合分野及びロ

ボティクス（機械設計）（ＭＣＣ＋）に対応した人材を育成する。数理・データサイエ

ンス、ＩｏＴにも対応したロボティクス・組み込みなどハードウェアを対象とするた

め、ものづくりコースと呼称する。 

情報工学科（知能情報コース）はＭＣＣの情報分野をベースとして、生成ＡＩ、デー

タサイエンス（ＭＣＣ＋）、ＩｏＴ・ＷＥＢサービス（ＭＣＣ＋、数理データサイエン

ス、ＩｏＴ）に特化した人材を育成する。 

情報工学科（情報通信コース）は、ＭＣＣ情報分野をベースとして、ネットワーク、

サイバーセキュリティ（ＭＣＣ＋、サイバーセキュリティ）に特化した人材を育成す

る。１年から離島工学に基づいたＰＢＬプロジェクトに参加し、地域課題の探究型学

習を学科・コース横断で実施する。地域の企業、行政、住民と関わることで、主体的な

思考を身につけ、課題や困難を克服する力を身につけた高度情報専門人材として育成

する。 

 

新学科・コースの人材育成は、以下の本校の教育方針にも一致している。 

 

ⅰ．自然科学及び専門技術の基礎力を身につけ、高度化かつ多様化してゆく科学技

術に柔軟に対応できる人材の育成 

ⅱ．身の回りの諸現象，特に海をとりまく自然・文化・歴史に好奇心を抱き、多角的

に考えたり調べたりできる、創造力のある人材の育成 

ⅲ．日本及び世界の文化や社会に関心を持ち、国際的視野でものが見られ、しかも人

間として、技術者として高い倫理観を持った人材の育成 
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各コースに履修プログラムを設定しており、所定の科目を選択することで各プログ

ラムを修了することができる。他のコースの履修プログラムは選択科目として提供さ

れているため、学生自らが履修プログラムを設計することが可能となっている。 

卒業後の進路等として、機械産業、自動車産業、重工業、医療機器産業、精密機器産

業、電気・電子機器産業、機械・機器サービス産業、流通・輸送関連産業などの現代社

会のあらゆる分野で活躍を目指す。 

 

④  新設学科等のポンチ絵の作成 

高度情報専門人材育成のための創造工学科及び情報工学科の概要を以下に示す。（図

２、３、４） 

 

図２：新設学科等のポンチ絵
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図３：新設学科等のポンチ絵 
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図４：新設学科等のポンチ絵
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新設学科については、基本計画から設置の趣旨、教育方法、履修内容など本校ホー

ムページで詳細に公表している。 

 

ＨＰ（トップページ）→情報公開→学科設置等に関する情報の公表 
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（２）学校の対応への意見 
 

【福岡委員長】 

情報工学科はなぜ２コース制にしたのか。 

 

［徳田情報工学科長］ 

近年、社会からサイバーセキュリティ分野、人工知能（ＡＩ）・ソフトウェア開発分

野のニーズが高まっており、高度情報専門人材の育成が求められていることから、ネッ

トワーク及びＡＩに関する教育を強化することを目的に２コース制としている。 
 

【大西委員】 

２コース制にすると教員の負担が増えないか。 
 

［徳田情報工学科長］ 

それぞれのコースの選択科目は、いずれかのコースの必修科目となっているため、

全体として授業数が増えない仕組みとし、教員の負担が増えない工夫をしている。 
 

［内田校長］ 
創造工学科ものづくりコースを合わせた３コースが相互に相乗りできる形としてい

る。 
 

【上村委員】 
弓削商船高専の情報工学科を卒業したらＡＩの分野でどのような活躍が期待できる

か。 
 

［徳田情報工学科長］ 
実際にＡＩを作る人材と、ＡＩを技術に応用する人材の２種類に分かれる。 

 
【福岡委員長】 
昨今ＡＩという言葉をよく聞くが、ＡＩでレポートを書く学生が多くなっており、

教員側としては生成ＡＩを見分けることが負担となっている。技術と規制が同時進行

していると思うが、カリキュラムの中でＡＩについて教える科目はあるのか。 
 

［徳田情報工学科長］ 
  人工知能１、２、３、データサイエンス及び情報リテラシーを予定している。現在

のカリキュラムよりも倍以上の時間をＡＩに関する授業としている。 
 

［村上教務主事］ 
  教員側も生成ＡＩを様々な授業に使っている。 
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［前田専攻科長］ 
  ＡＩを情報工学実験４の授業に使用しており、その際はレポートにＡＩの使用目的

等を記載させている。 
 

【福岡委員長】 
ＡＩが普及する以前は危険な点に対する指摘が多かったが、現在はＡＩを使うこと

でプラスに作用するように利用されていると思う。 
 

【土居委員】 
広報イベント活動や広報媒体の活用で、弓削商船高専に関する記事を目にする機会

が多い。ＳＮＳ等で今後も折に触れた情報発信を積極的に行ってほしい。ポンチ絵を

作成するという提言に基づき作成したが、具体的にどのように活用したのか。その効

果や保護者等の反応、来年度の見通し等を教えてほしい。 
 

［福田広報主事］ 
３種類のポンチ絵等を作成した。図２は情報量を多めにしっかり読んでいただく形、

図３は一目でわかる形、図４は創造工学科のみの説明となっている。学校説明会等に

おいて配布した結果、オープンキャンパスでは、創造工学科の見学希望者が増えた。

これから入試の出願時期に入り、ＰＲ効果が見られるのではないか。 
 

【船端委員】 
情報工学科の２コースについて、学んだことやスキルを測る評価指標はあるか。ス

キルの取得等が可視化されるような検定等はあるのか。あるとすれば、学校側から挑

戦を促すことで学生も自信がつくと思う。 
また、昨年の会議では、小中学生に分かりやすいポンチ絵の作成を提言したが、図２

は情報量が多く読み取りにくい。しかし、図３及び図４は情報量としては少ないが、

中学生に対してはイメージしやすい。 
 

【福岡委員長】 
  創造工学科の創造というキーワードは全国の大学で使われている。その内容につい

ては難しい面や色々な捉え方があるが、図４は分かりやすいと思う。 
 

［内田校長］ 
教員が入れ替わるのではなく、現在の教員及び新規教員を積極的に採用して内容を

強化する。ものづくりを保ちつつ、情報教育を取り入れていく意味も含めているが、

世の中の工業系に対するイメージが悪く、イメージを大きく変えるため創造工学科と

した。文科省ヒアリングでも、ものづくりを継続することが評価された。 
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［瀬濤電子機械工学科長］ 
学科名は悩んだ結果、中学生等が新しい学科をイメージしやすく、従来行っていた

ものづくりをアピールする意味で「創造工学科ものづくりコース」とした。情報科目

については１～５年生まで一気通貫で学べる仕組みとした。 
 

【福岡委員長】 
神戸大学において実習工場を改修する際、「先端ものづくり工房」という名称で文科

省に申請したら感触が良く、結果的に採用された。 
世の中の高専におけるものづくりに対するイメージはロボコンであるが、図４によ

ると３Ｄプリンタでも成果が出ている。 
 

［福田広報主事］ 
これは全国高専デザコンのＡＭデザイン部門本選に出場した際の記事である。上島

町はサイクリストが多いことから、ビンディングシューズの裏面にあるクリートをカ

バーするヒールプロテクターを作成することを考案し、ユーザーへの聞き取り調査か

ら試行錯誤の後、実際に３Ｄプリンタで作成と改善を繰り返した。その結果、見事最

優秀賞を受賞した。 
 

【福岡委員長】 
昔はプラスチック製が多かったが、昨今、金属等色々な物で作られており、製造方法

が３Ｄプリンタに置き換わっている分野も多いと思う。 
 

［内田校長］ 
本校では中学生から３Ｄプリンタを使いこなしている学生がおり、ＴＶ出演する等

活躍している。入学前からものづくりに興味を持ち本校を選んでくれる生徒がいるこ

とに良い手応えを感じている。 
 

［徳田情報工学科長］ 

成果の可視化については、資格取得を単位とするほか、カリキュラム・ポリシー（Ｃ

Ｐ）とディプロマ・ポリシー（ＤＰ）を整備、モデルコアカリキュラム等を見直すこと

で、実際に能力が備わっていることを証明できると考えている。 
 

【船端委員】 
学生の学習意欲や向上心を考えると、知識を得ようと喚起するものとして、資格を

取得することで学生の学習意欲の向上、勉強をする自信になると思う。 
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７．第 22 回運営諮問会議諮問事項 

 

  第 22 回運営諮問会議において、諮問した事項は以下のとおりである。 

 

  諮問事項「ディプロマ・ポリシー（ＤＰ）に基づく成績評価と教育の質保証

について」 
 

【概要説明要旨】 
 

平成 16 年（2004）の独立行政法人化、全国国立高専の機構化以降、５か年毎に中期目

標・中期計画を制定し、これに基づき年度計画を遂行し、実績について自己点検評価を

実施するＰＤＣＡサイクルを機能させ、外部評価としてＮＩＡＤ（大学改革支援・学位

授与機構）による機関別認証評価及び（公社）日本工学教育協会によるＫＩＳ（国立高

専教育国際標準認定制度）受審により、本科教育の質保証を国内外に示している。なお、

両外部評価は令和９年度に受審する予定である。 

 文科省・中教審による高等教育機関における教育の実質化の流れの中で、大学・高専

の自己点検・評価と改善に関する情報発信が求められ、大学教育部会（第 40 回）（平成

27 年 12 月 14 日）において、「三つのポリシー」に基づく教学マネジメントに関する全体

イメージ及び三つのポリシーの策定と運用に係るガイドライン等が示された。 

 その後、質保証システム部会（第 14 回）（令和４年３月 18 日）において示された「新

たな時代を見据えた質保証システムの改善・充実について」の中で、「質保証システムで

保証すべき「質」」として、「教育研究の質」及び「学生の学びの質と水準」が明示され、

「改善・充実の方向性」として、「２つの検討方針」及び「４つの視座」が示された。ま

た、学修者本意の大学（高等）教育の実現として、「学位プログラムの三つのポリシーに

基づく編成、内部質保証、不断の見直し」が求められることが明確化された。 

 今回諮問させていただく「ディプロマ・ポリシー（ＤＰ）に基づく成績評価と教育の

質の保証」をともに向上させるべく、日々奮闘しているものの、教育指導現場において

は、一方を追求すると他方が低下しかねないジレンマに陥ることに直面することがある

ことから、委員の皆様から助言を賜りたい。 
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【ディプロマ・ポリシー（ＤＰ）に基づく成績評価と教育の質保証について】 
 

（１） はじめに 
 

令和７年２月 21 日の文部科学省（文科省）中央教育審議会（中教審）において、

「我が国の「知の総和」向上の未来像 ～高等教育システムの再構築～（答申）」が発

表された。この中に、今後必要な資質・能力とは、ＡＩをはじめとしたデジタル等の

最先端技術を使いこなし、持続可能な活力ある社会の担い手や創り手として真に人が

果たすべきことを果たせる力を身に付けることを目指すとしている。また、本校は高

等教育機関として教育の質保証にも十分に応えていかなければならない。特に、教育

アセスメントの一つとして成績の評価が重要となる。 

学生及び教員にとっても成績評価は、教育機関にとって最重要項目であることは間

違いない。 

成績評価に関しては、教員の裁量に委ねられているため、評価基準が不統一かつ曖

昧であることが多い。この問題は以前からあり、中央教育審議会の答申「学士課程教

育の構築に向けて」(平成 20 年 12 月 24 日) において、「成績評価の課題として個々

の教員の裁量に任されており、組織的な取り組みが弱い」と指摘されている。 

  一方、学生の学習意欲は年々低下しているとの報告がある。特にベネッセコーポ

レーションの社内シンクタンクであるベネッセ教育総合研究所と東京大学社会科学

研究所の報告では、コロナ禍を通じて、子供の学習意欲の低下が顕著であるとの指摘

がある。この中で、「勉強しようとする気持ちがわからない」を回答した小学４年生

から中高生が 2019 年から 2021 年にかけて大きく上昇している。（図１） 

この時の子供たちが４年後の現在 2025 年の現在の本校の学生たちとちょうど同じ

学年となる。 

本年度、商船学科４年が特に原級留置が 12 名と多い結果となった。問題行動等で

はなく、成績不良による大量の原級留置となった。クラス単位での学習意欲の低下が

年度当初から危惧されていたが、結果的に関係する教員の注意喚起等では解決には至

らなかった。近年、教員側の安易な単位を認める姿勢があった。その中で卒業後の海

技士合格率が急激に低下する事態となった。一方、教育の質保証が叫ばれている中で

シラバスに基づき厳格に成績評価を行い、対応していく必要がある。 

学校の三つのポリシーに基づく成績評価システムと教育の質保証に関して、学生の

学習意欲低下に対応する教員の熱意及び指導だけに頼らない、学校のシステムの改善

について検討が必要である。 
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図 1：学習意欲の変化 

 

 

（２） 背景 
 

①  三つのポリシー 

平成 29 年４月の学校教育法施行規則の改正において、三つのポリシーは文科省で

は 以下のように定義している。 

・ディプロマ・ポリシー（ＤＰ）  

各大学がその教育理念を踏まえ、どのような力を身に付ければ学位を授与するのか

を定める基本的な方針であり、学生の学修成果の目標ともなるもの。 

・カリキュラム・ポリシー（ＣＰ） 

ディプロマ・ポリシーの達成のために、どのような教育課程を編成し、どのような教

育内容・方法を実施するのかを定める基本的な方針。  
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・アドミッション・ポリシー（ＡＰ） 

各大学が、当該大学・学部等の教育理念、ディプロマ・ポリシー、カリキュラム・ポ

リシーに基づく教育内容等を踏まえ、入学者を受け入れるための基本的な方針であり、

受け入れる学生に求める学習成果（学力の３要素）を示すもの。 

 

高等教育を通じて「学生が何を身に付けたか」という観点を重視して学生の学修成

果の把握・評価を行い、どのような評価に基づき大学として学位を授与したかについ

ての説明責任を果たせるようにすることが重要。そのため、例えば以下のような点に

留意することが考えられる。 

学修成果の具体的な把握・評価方法（アセスメント・テスト、学修行動調査等）、よ

り効果的な公示方法等の開発・実践。個々の学生による学修履歴の記録、振り返り、学

修デザインの支援としている。 

 

②  成績評価と課題 
本校だけでなく多くの高等教育機関において、卒業認定における評価の厳格化が大

きな課題となっている。評価の厳格化は、卒業時だけの問題ではなく、入学してから

の教育指導の過程における成績評価についても、学生の成長という観点から考える必

要がある。 

これまで文科省は、成績評価基準の明示、アメリカで一般的に普及しているＧＰＡ

（Grade Point Average）等の客観的な仕組みの導入を大学等に促してきた。 

しかし、修業年限での卒業率や中退率などの指標で見る限り、大学の成績評価が厳

格化してきているとは言えない。中退者の少なさは国際比較でも顕著であり、そのこ

と自体は否定すべきではないが、適正な評価が行われていない可能性も示唆されてい

る。 

また、前述のように成績評価は、個々の教員の裁量に依存されており、組織的な取組

が弱いと指摘されてきた。従来のままでは、近年の学生の変容に際し、学生確保の観

点から、安易な成績評価が広がるおそれがあるとの指摘もある。 

 

③  少子化 

近年、ずっと言われている少子化について、弓削島を含む島しょ部だけではなく、そ

の周りの都市についても顕著化してきた。 

一方、少子化とは逆に学習困難な支援が必要な生徒数は、認定数の違いからかもし

れないが近年急速に増えている。 

近隣の大きな都市として、広島県福山市があり、近年市内の中学校から多くの生徒

が入学するようになった。福山市は人口 46 万の中国地区の中核都市であるが、この

10 年で 2,500 人も人口が減った。 

しかしながら平成 27 年に福山市内の特別学級に通う生徒は 1,300 人であったが、

令和６年現在で 2,786 人、実に 1,400 人以上増えている。（図２）この 10 年で実に

215％の増加率である。 
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④  海外（アメリカ）の状況 

アメリカでも子供たちの学力低下は、全国教育進歩評価（ＮＡＥＰ：National 

Assessment of Educational Progress）の結果などによって顕著に示されており、特

にコロナ禍以降に悪化し、長年の懸念事項である教育格差の拡大が浮き彫りになって

いる。ここでＮＡＥＰとは「国の成績表 (Nation's Report Card) 」とも呼ばれ、米

国の小・中・高校生の学力動向を測る唯一の全国規模の調査である。 

特に近年、数学と読解力において、多くの学年で平均スコアが過去最低水準又は数

十年前のレベルにまで大きく落ち込んでいる。この傾向はコロナ禍以前から見られた

が、コロナ禍で急激に加速した。深刻な基礎学力不足として、高校３年生（12th Grade）

では、「基本的な」読解力や、パーセンテージを使って現実世界の問題を解決するなど

の基礎的な数学スキルを習得していない生徒の割合が増加した。また格差の拡大で、

成績優秀な上位層の生徒と、成績最下位の生徒との学力格差が拡大している。特に人

種別では、白人やアジア系に比べ、黒人やヒスパニック系の生徒の学習の遅れが顕著

である。 

学力低下の原因は一つではなく、社会経済的な要因と教育システムの問題が複合的

に絡み合っているとされる。これらの要因として以下の２つを上げている。 

 

 

図２：特別支援学級の児童生徒数の推移 
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ア 社会経済的な要因（教育格差の拡大） 

まず教育資金の地域格差である。米国では、公立学校の運営資金の多くが学区内の

固定資産税によって賄われている。富裕層の多い学区は資金が豊富で、優秀な教員、

最新の設備、充実した特別支援プログラムを提供できるが、低所得地域ではその逆と

なり、学校間の質の差が拡大している。貧困と家庭環境について、低所得層の家庭で

は、保護者の教育水準や教育への関与度が低くなる傾向があり、十分な学習環境やリ

ソース（Ｗｉ－Ｆｉ、ＰＣなど）がないため、生徒の学力向上が困難である。 

 

イ 教育システム・パンデミックの影響 

コロナ禍の影響では、授業の中断とオンラインへの移行が挙げられた。学校閉鎖や

オンライン授業への急な切り替えは、特にＷｉ－Ｆｉ環境がない貧困層や、学習障害

を持つ生徒にとって学習機会の損失となった。また、コロナ禍による学校及び家庭の

混乱により、必要な学習時間を確保できなかった。さらに教師不足と質の低下も挙げ

られた。低所得地域では、給与水準や労働環境の厳しさから、優秀な教師が集まりに

くい傾向となった。これにより、教員不足、一クラス当たりの生徒数増加、個別指導の

困難化といった悪循環が生じている。 

これらの結果から、アメリカの教員たちは生徒がただ座っていれば卒業できると

思っており、小学生レベルの学力の大人が多く輩出され、就職が決まらない一方で、

会社では必要な人材がいないと憂いている状況であるとの報告がインターネット内で

噴出している。 

 

以下のＮＡＥＰのサイト示す。 
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（３）本校での成績評価問題 
 

前述のように、学生の学習意欲の低下はコロナ禍以降本校でも顕著にみられる。一

方、以前より本校では定期試験の成績について、合格点が 60 点であるため、目安とし

てクラス平均が 70 点程度になるように教員へ指導を行ってきた。しかしながら、今年

度の前期期末試験においても、クラス平均が合格点である 60 点以下であったり、90 点

以上であったりと評価基準が基準を満たしていないものが見受けられた。 

具体的には、平均点が 60 点以下の科目数が 13 科目あり、このうち５科目はクラス

の半数以上が欠点である 60 点以下であった。一方、平均点が 90 点以上の科目数は５

科目あり、このうち３科目は平均点が 97 点以上であった。 

 

（４）ＤＰの厳格化が留年率に与える影響 
 

ＤＰの厳格化と学生の留年率は、一般的に相関関係にあると見なされるが、その関

係は大学の教育システムや指導体制によると考えられている。文部科学省が求める「出

口の質保証」の観点から、ＤＰの厳格化は留年率の上昇を引き起こす可能性があるが、

同時に教育改善の機会でもあると言える。 

ＤＰの厳格化とは、卒業に必要な学修成果の基準をより具体的、客観的に設定し、成

績評価や卒業判定を厳密に行うことを意味する。 

 

①  留年率上昇の直接的な要因 

ＤＰが厳格化されると、成績評価の基準が引き締められ、学生はこれまで以上に厳

しい評価を受けることになる。 

 

②  留年率抑制につながる間接的な要因 

一方、ＤＰの厳格化は、学生や大学側に以下の変化を促し、結果として無意味な留

年を防ぐことにもつながる。学生の学習意欲が向上し、 厳格な基準が明確に示される

ことで、学生は「卒業するためには努力が必要だ」と認識し、授業外学習時間が増加す

るなど、学習に対する姿勢の改善が見込まれる。 

指導体制の強化により、留年率の上昇は学校にとって問題となるため、学校側は留

年を減らすために、早期からの学習支援や、きめ細かな指導、オフィスアワーの充実

など、教育・指導体制の改善が必要になる。 

さらにカリキュラムの改善として、ＤＰの達成度と成績評価の結果を検証すること

で、「何が学生の学習を妨げているのか」を把握し、ＣＰの見直しや授業内容の改善に

努める。 

文科省の視点では、留年率の上昇それ自体は悪いことではないことも記載されてい

る。一方、重視される点として、「学生が本気で学び、社会で通用する力を身に付けて

いるか」という教育の実質的な質について言及している。 

文科省として成績評価の厳格化は「出口の質保証の根幹」であり、これにより一時的

に留年率が上がったとしても、それは教育目標達成のための必要な結果と見なし、そ
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の結果を真摯に受け止め、指導・支援を改善し、最終的にＤＰを達成して卒業できる

学生を増やすことを学校に求めている。 

ただし、これが一般的な保護者に知れ渡っているかということは、疑問であり、まだ

まだ原級留置に対して、多くの学生及び保護者がこのような理解になっていないと思

われる。 

学生の学力・学習意欲が明らかに低下している主な背景には以下のような要因が考

えられる。 

・学びの基礎力不足（特に数学・英語などの積み上げ科目） 

・スマホ依存・集中力低下・短時間思考の定着 

・コロナ禍による学びの断絶と自律学習力の欠如 

・家庭や地域の学習支援格差 

結果として、大学や高専では「到達目標を下げなければ卒業できない」学生が増え、

“質保証”と“現実の学力”の乖離が拡大している。 

 

（５）本校の対応 
 

教育の質保証と学生の学力低下の問題を解決するためには、以下のⅰからⅳの方策

が考えられ、本校として対応しているものとできていないものがある。 

 

ⅰ．ＤＰを明示し、卒業時点でどのような力を身に付けるか学生たちに明確にする。 

そのために、ルーブリック評価・ポートフォリオ・学修成果の可視化を導入する

（キャリアデザインノート：商船学科）。 

ⅱ．初年次で、数学・物理・国語などの基礎力補強科目を体系的に整備。 

初年次教育において、スタディサプリなど提供。総合教育科の専門家配置など。 

ⅲ．アクティブラーニングによる「受け身学習」からの転換、Moodle を用いた授業

及び自学自習。 

学生が「自分で学ぶ」「説明する」経験を積むことで、思考力・表現力を高める。 

毎授業後のアンケートにおいて、学修意欲の向上とフィードバック体制を整備

している。 

ⅳ．教員のＦＤ（Faculty Development）強化 

成績評価の透明化、授業改善の共有、教育実践研究を推進。 

教員が「質保証の担い手」として自律的に改善する文化を育てる。 

教員に委ねられているからこそ、成績評価について、学校として組織的な対応に

取り組むこととした。 

 

①  ＦＤ（Faculty Development）委員会 

ＦＤ委員会では、教員が授業内容や方法を改善・向上させるための組織的な取り組

みを協議している。本校のＦＤ委員会は平成 23 年に設置された。 

平成 16 年 12 月に弓削商船高等専門学校成績評価規則が制定され、成績評議協議会

として、教員の成績評価の方策に関する事項や成績評価の検証と改善を行ってきた。 
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近年は、教務主事が主に該当教員を直接指導する形式をとっており、ＦＤ委員会と

しての機能が取れていなかった。 

今年度より本校ＦＤ委員会の趣旨に合わせ、同委員会を通じて学校の組織的な取り

組みとして実施すべきであり、今年度から以前に行われていた形式を一部修正し、活

用することとした。 

図３に当該教員の自己評価表と改善点の評価表を記す。 

 

図３：成績評価報告書 

 

 

 

 

 

28



（６）課題と諮問事項 
 

ディプロマ・ポリシー（ＤＰ）に基づいた教育の質保証を厳密に行うことによっ

て、原級留置者の増加が予想される。 

学生のやる気を起こさせること、シラバス等システムで対応するなど学校及び教員

で考えるべき点はあるが、根本的な問題としてどこからアプローチしていくことが改

善の道であるかご提案いただきたい。 
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８．審議内容 

 

 [ 第 22 回運営諮問会議諮問事項について ]   

  校長から、ディプロマ・ポリシー（ＤＰ）に基づく成績評価と教育の質保証について

ご意見をいただきたい旨発言があった。 

続いて委員長から、諮問事項についてご意見をいただきたいとの発言があり、委員

から以下の意見があった。 
 

【ディプロマ・ポリシー（ＤＰ）に基づく成績評価と教育の質保証について】 
 

【福岡委員長】  

ディプロマ・ポリシー（ＤＰ）、カリキュラム・ポリシー（ＣＰ）、アドミッション・

ポリシー（ＡＰ）は比較的新しい考え方のため、自身の学生時代にはＤＰ・ＣＰ・ＡＰ

の考え方はなかった。 

しかし、昨今は学習意欲の低下が著しく、留年率は年々増えているものの、諸外国と

比べると留年率より卒業率の方が多いのだが、統計学的に留年率や卒業する人の率が

明らかに悪くなったのはいつ頃からなのか。 

 

［村上教務主事］ 

  コロナウイルス感染症の流行以前は０～１名だったが、流行後７～８名と留年率が

増えた。本校の場合は商船学科を卒業後、三級海技士口述試験を受験しなければなら

ないため、しっかり勉強していないと海技士試験時に実力が発揮できず、本人が困る

ためＤＰの厳格化が必要であると考えている。 

 

【柏木委員】 

 商船学科４年生では 12 名も留年しているのを聞いて大変驚いている。 

我々の時代は、学年で精々２～３名だったと記憶している。 

 

［村上教務主事］ 

 令和７年度商船学科だけで 12 名留年している。 

 

【村上委員】 

  我々の時代と現在の 20 代・30 代は違う。昔と比較してもメンタルの弱い人が増加

している。以前のように「頑張れ」等の声掛けをすることも出来ない時代になってし

まったのが残念である。 

 

【福岡委員長】 

  学生自身の科目別及び科目群毎の成績、クラス内の学力、順位は把握できているの

か。 
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［村上教務主事］ 

  全科目別のクラス平均点とともに本人の点数、順位が記載されているため学生自身

で把握している。年４回、前・後期の中間、期末試験後に、科目別と全体の成績を本人

と保護者に送付している。 

 

【福岡委員長】 

  留年者は商船学科が特に目立っているのか。 

 

［村上教務主事］ 

  今年度はイレギュラーに商船学科の留年者が多いが、学科に関係なく全学科で起こ

りうることである。 

 

【福岡委員長】 

  高専生は学年進行で専門科目が増え、大学・短大生と同じ修業年限になっている。

高等学校レベルの教育と高専・大学における教育の違いについて、大西委員より意見

をいただきたい。 

 

【大西委員】 

  16 年前まで高専に勤務していたが、そのときは学生が単位を落とすことに対して 

「悲観的に捉えるべきではない」と先輩教員に言われるほどＤＰが厳格な時代であっ

た。 

留年者が多いとネガティブに捉えられ、広報的に良くないと思われるが、商船学科

の留年生が多数である理由、背景はあるのか。 

 

［村上教務主事］ 

  当該クラスは、入学当初から物事に対して反応が薄いクラスであった。ＤＰの厳格

化に基づき、成績もＷＥＢシラバスに則って厳格化されることを伝えていたが、そこ

に留年した上級生が入り、厳格化前の授業内容を吹聴したため、学生たちは意に介し

ていなかった。 

 

【大西委員】 

本冊 24 ページにある「（５）本校の対応」を見ると、既にできる対応はしていると

思う。怠惰な学校生活を送った結果、身を持って留年を体験し、そのことでクラスの

雰囲気が変わることも１つの手ではある。 

ＤＰについて書いている意味は分かっていても、具体的に明示するのは難しいので

ＷＥＢシラバスの明確化が学生に伝わっているのかがポイントとなるのではないか。 

 

［村上教務主事］ 

  ＷＥＢシラバスに関しては、初めの授業開始時に１コマを使って学生に説明をして
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おり、ホームページでも確認できるようになっている。 

 

【柏木委員】 

  12 名が留年すると、次年度の商船学科４年生は 50 名を超えるクラスになるのか。 

 

［村上教務主事］ 

  現在の３年生が全員４年生に進級するとも限らず、中には進路変更を検討している

学生もいるため、現時点では具体的人数は分からない。 

 

【柏木委員】 

 弓削商船高専の落第点は比較的高いと聞いたことがあるが、現在も落第点 60 点か。 

 

［村上教務主事］ 

  高専機構本部が 60 点と定めている。 

 

【柏木委員】 

 高専は卒業後即戦力となる学生を輩出することが目的であるが、学生にやる気を起

こさせる方法は、年の近い身近な先輩職員を講師として招き、高専で学んだことは単

に学問だけではなく、即仕事に役立つということを経験談も交え、教示してもらうこ

とが有効な手段ではないか。 

弓削商船高専の商船学科は、他の学科とは異なり国家資格を取得し、遠洋船の船長

を養成することを目的とするため、卒業証書をもらうだけでは意味をなさない。 

一級海技士免許を取得しないと遠洋船の船長のみならず、パイロット及びドックマ

スターにはなれないため、上級の海技士免状を取得することが重要であることを伝え

ることが有効ではないか。 

 

［村上教務主事］ 

  本校ではキャリア教育に力を入れている。一年を通して、企業から各学科のＯＢが

来校し学生に講演を行っている。 

11 月には工業系の学生を対象にした「キャリア教育フォーラム」を実施した。 また、

商船学科は５月に「商船高専生のための仕事研究セミナー」を開催し、本校の学生の

みならず、他の商船高専の学生も参加している。 

 

【福岡委員長】 

  工業系学科に限らず、商船学科も卒業後に船に乗らない場合がある。弓削商船高専

を卒業した後のキャリアパスを伝えることが重要ではないか。 

 

［村上教務主事］ 

  キャリア教育として企業から話を聞く機会を多く設けていることから、本校の商船
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学科を卒業した学生はほとんど船員となっている。 

 

【柏木委員】 

  ＯＢが来校するのは、求人活動が主たる目的ではないか。リクルートが目的で来校

するのではなく、学生教育の一環として授業に組み込み、講演を依頼したら良いので

はないか。 

 

［村上教務主事］ 

 就職活動とは関係のない教育者の方からもキャリア教育に関する講演を積極的に

行っている。 

 

【土居委員】 

  総合教育科の教員を３学科に割り振るということで、体制強化していると感じる。

質保証に取り組むのであれば学生の育成目標を掲げ、対外的に発信していくことが大

事ではないか。教員間の連携は強化されていると思うが、ＦＤ評価を変えるのであれ

ば、全教員に成績評価と教育の質保証について必要性、認識を共有して、同じ方向を

向いて取り組むべきである。 

学生のやる気を起こさせるのは、目標設定を明確化することが重要だと思う。大谷

翔平のように、オリエンテーションなどでマンダラチャートを活用して、高専生活で

達成すべき目標を書かせ、折に触れて見返すことをすれば、やる気を取り戻すのでは

ないか。 

 

【船端委員】 

  今と昔では生活様式が違う。勤務している学校でスマートフォンやタブレットの利

用に制限を設けることを提案したが、ほとんどの生徒が反対した。少子化で競争がな

い。勉強しなくても選ばなければ高校に入れる時代になっている。勉強しなければい

けないという意識を持たせることが難しい中で、勉強の大切さを考えさせられるよう

にするべきである。 

教員は今の時代も頑張っていると思うが、若い教員はスキルが伴っていないことも

ある。子供のことを理解していないと、生徒のレベルに合わせたテストを作ることが

できない。少しでも学生と関わることで、学生も教員を理解してもらうような関係性

を作ることが、個々の限界値を上げる上で大切なことだと思う。 

以前、素行不良の生徒が高校に入学できず、自身の指導力不足を戒めとすることが

あったが、そこをプラスに変えていくことも教育者ではないか。 

 

【上村委員】 

  自身は学生時代には理解できなかったが、就職する際、学生時代に学んだことが役

に立ったと感じたことがある。学生に具体例を提示してあげることが、目標や目的を

持たせ、やる気を起こさせる１つの方法ではないか。 
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【福岡委員長】 

  学習効果を高めるのは永遠のテーマである。ＦＤで評価の高い先生は、自ずと学生

に授業を分かりやすく伝えている。 

クラス内でグループ分けをして平均値を争わせるという手段も考えられる。グルー

プ化することでそれぞれのグループで得意分野・苦手分野を共有して学力を伸ばすこ

とが期待できる。 

 

［内田校長］ 

  学生と教員の相互理解が基本にある。家庭教育の重要性を感じるが、そこに立ち入

れないジレンマを感じる。 

本日の委員の方々からの意見・提言を参考に、今後の教職員の意識改善等に取り組

んでいきたい。 
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最後に、委員長からまとめとして以下の発言があった。 

委員から、学習意欲、成果についてたくさんの意見をいただいた。時代のニーズに合

わせて学習成果をあげるのは永遠のテーマだと思う。 
１つ目は、ゆっくり丁寧に喋ること。教科書全体ではなく、要点を抜粋し、ゆっくり

丁寧に説明することで、学習成果が上がる。それに伴い教員の評価も高まる。 
２つ目は、授業の最後に学生に授業内容を簡単に説明させること。実際に授業で出

たことについて説明させることによって記憶にも残り、クラスの平均点と学習意欲が

向上するのではないか。学習評価に使うのであれば、評価表を作成すると良い。 
３つ目は、１クラスをグループ分けして平均値で競わせること。クラスをいくつか

のグループに分け、多くの科目でテストの点数を競わせる。そうすることによって、

グループそれぞれの得意科目、不得意科目が分かるため、学生一人ひとりの学習意欲

や学力が向上するのではないか。 
それぞれ欠点はあるが、その中で学習に対する向き合い方等を改善し、利用して欲

しいと思う。 
 

校長から以下のとおり謝辞があった。 
委員長、委員からの意見の中で「学生と教員の相互理解が基本にある。」とコメント

があり、15 歳になった段階での学生の人間性、家庭教育の重要性を非常に感じている

が、教育者の我々がそこに踏み込めないジレンマも感じている。 
時代のニーズに合わせた学習指導要領等に関する方向性をしっかり示し、教職員自

身による意識改善や新たな取組に全力を上げて、真摯に取り組んでいきたいと思う。 
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９ 提言 

〇ディプロマ・ポリシー（ＤＰ）に基づく成績評価と教育の質保証について 

ディプロマ・ポリシー（ＤＰ）に基づく教育の質保証と学習意欲向上に向けて、時代

のニーズに合わせた学習指導を行う必要がある。

例えば、授業の要点を抜粋して分かりやすい説明をする。授業の最後に学生に授業

内容について説明させる。クラスをいくつかのグループに分け点数を競わせる等、学

生自身が学習に対する向き合い方を改善させるような方策を検討して授業に取り入れ

ていただきたい。
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